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第１章　ひろしまの経済情勢

１　概況

＜景気の基調判断＞

下線部：景気プラス表現、○：景気プラス要因、▼：景気マイナス要因

↗ 12月

↗ 12月

↗
1月~

3月

↗ 4月

↗ 5月 ▼FRB 0.5%の大幅利上げ（5月4日～22年振り）

↗ 6月

7月

8月

10月

11月

12月

1月~

4月
5月~

8月
10月~

12月

1月~

3月
4月~

12月

緩やかな回復基調にある。

1月~

11月

緩やかな回復基調にある。

（資料） 日本銀行広島支店「広島県の金融経済月報」

（参考）戦後の景気変動

山 谷

（朝鮮戦争ブーム） S26. 6 S26.10

27か月 （投資・消費景気） S29. 1 S29.11

31か月 （神武景気） S32. 6 （なべ底不況） S33. 6

42か月 （岩戸景気） S36.12 （転換型不況） S37.10

24か月 （オリンピック景気） S39.10 （構造不況） S40.10

57か月 （いざなぎ景気） S45. 7 （ニクソン・ショック不況） S46.12

23か月 （列島改造ブーム） S48.11 （石油ショック不況） S50. 3

22か月 S52. 1 S52.10

28か月 S55. 2 （世界同時不況） S58. 2

28か月 S60. 6 （円高不況） S61.11

51か月 （平成景気） H 3. 2 （平成不況） H 5.10

43か月 H 9. 5 H11. 1

22か月 H12.11 H14. 1

73か月 H20. 2 H21. 3

37か月 H24. 3 H24.11

71か月 H30.10 R2.5

（資料） 内閣府経済社会総合研究所

年月 広島県 トピックス
令和２年

新型コロナウイルス感染症の影響から、依然として厳しい状態にあるが、持ち直
しの動きが続いている。

令和３年

持ち直しの動きがみられている。

令和４年
▼中国大規模ロックダウン
▼広島県まん延防止等重点措置
（1月9日～3月7日）

▼ロシアによるウクライナ侵攻（2月24日～）

サービス消費を中心に下押し圧力が続いているものの、緩やかな持ち直し基調
にある。

▼急激な円安が進行（約20年振りの円安水準）

下押し圧力は残るものの、緩やかな持ち直し基調にある。

令和５年

令和６年

▼日経平均株価乱高下　終値4,451円28銭下落　
過去最大の下げ幅（8月5日）、翌日終値3,217円
04銭上昇　過去最大の上げ幅（8月6日）
岸田首相辞職（10月1日）、石破首相就任

令和７年
石破首相辞職（10月21日）、高市首相就任
○日経平均株価 終値で初の5万2千円台　史上
最高値を更新（10月31日）

（注）月は「広島県の金融経済月報」の公表月としている。

景気変動 期間 拡張月数 後退月数

第1循環 ～　S26.11  4か月

第2循環 S26.10　～　S29.11 10か月

第3循環 S29.11　～　S33. 6 12か月

第4循環 S33. 6　～　S37.10 10か月

第5循環 S37.10　～　S40.11 12か月

第6循環 S40.10　～　S46.12 17か月

第7循環 S46.12　～　S50. 3 16か月

第8循環 S50. 3　～　S52.10  9か月

第9循環 S52.10　～　S58. 2 36か月

第10循環 S58. 2　～　S61.11 17か月

第11循環 S61.11　～　H 5.10 32か月

第12循環 H 5.10　～　H11. 1 20か月

第13循環 H11. 1　～　H14. 1 14か月

第14循環 H14. 1  ～　H21. 3 13か月

第15循環 H21. 3　～  H24.11  8か月

第16循環 　　H24.11～ 19か月

持ち直しの動きがみられている。

下押し圧力は残るものの、緩やかに持ち直している。 ▼6月の企業物価指数（速報値）が前年同月比
9.2%上昇

緩やかに持ち直している。
〇全国旅行支援の提供開始（10月11日～）
〇外国人入国者数の上限撤廃（10月11日～）
▼32年振り円安、1ドル＝150円台まで下落（10
月20日）

緩やかに持ち直している。

持ち直している。 〇G7広島サミット2023（5月19日～21日）
〇日経平均株価3万3753円33銭、終値としてバ
ブル期の平成2年3月以来およそ33年振りの高
値を更新（7月3日）

緩やかに回復している。

緩やかに回復している。 ○日経平均株価 終値で初の4万円台　史上最
高値を更新（3月4日）
○日銀金融政策決定会合で約17年振りにマイナ
ス金利政策解除を決定（3月19日）
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第１章　ひろしまの経済情勢

＜県内総生産＞

令和3年度 令和4年度 増減数 増減率 全国ｼｪｱ 全国順位 令和3年度 令和4年度 増減率

総生産（名目）（10億円） 12,124 12,476 352 2.9% 2.2% 554,582 567,269 2.3%

総生産（実質）（10億円） 12,036 12,231 195 1.6% 2.2% 544,672 552,171 1.4%

総所得（10億円） 8,864 9,036 172 1.9% 2.2% 395,316 409,550 3.6%

１人当たり所得（千円） 3,189 3,275 86 2.7% － 3,153 3,274 3.8%

（注1） １人当たり県民所得は、県民所得（名目）／県人口で算出している。県人口は、「補間補正人口」（総務省）による。

（注2） １人当たり国民所得は、国民所得の年度値を総務省「人口推計月報」の各月初人口の年度平均で割ったもの。

（資料） 県統計課「令和４年度県民経済計算」、内閣府「2023年度国民経済計算年次推計」、「年次推計主要計数」

広島県 全国

項目

内閣府
公表待ち

11,786
12,367 12,433 12,536 12,339  12,048

11,617
12,124

12,476

11,955
12,384 12,458 12,570 12,367

 12,043
11,521

12,036 12,231

8,654
9,111 9,144 9,323 9,116 8,949

8,383
8,864 9,036

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

H26年度 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

県内総生産・県民所得の推移

県内総生産（実質）　<実線,数字上>

（資料） 県統計課「令和４年度県民経済計算」

（参照） P51　資料編　表Ⅰ－１

（注）　 平成27年暦年基準による。

（資料）県統計課「令和４年度県民経済計算」、内閣府「2023年度国民経済計算年次推計」

県内総生産（名目）　<破線,数字下

>

県民所得（名目）

3.5 3.6

0.6
0.9

▲ 1.6
▲ 2.6

▲ 4.3

4.5

1.6

▲ 0.4

1.7

0.8
1.8

0.2
▲ 0.8

▲ 3.9

3.0 

1.4

0.7

▲ 5.0

▲ 3.0

▲ 1.0

1.0

3.0

5.0

経
済
成
長
率
（
％
）

H26年度 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

経済成長率（実質）の推移

広島県 全国

（広島県）

（全国）

※網掛け部は景気後退期

5.5 4.9

0.5 0.8

▲ 1.6
▲ 2.4

▲ 3.6

4.4

2.9

2.1
3.3 0.8

2.0

0.2 0.0

▲ 3.2

2.9 2.3

4.9

▲ 5.0

▲ 3.0

▲ 1.0

1.0

3.0

5.0

経
済
成
長
率
（
％
）

H26年度 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

経済成長率（名目）の推移

広島県 全国

（全国）

（広島県）

※網掛け部は景気後退期

（10億円）

※網掛け部は景気後退期
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第１章　ひろしまの経済情勢

＜県内総生産＞

＜生産動向＞

（注）　　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。県内総生産には「輸入品に課される税・関税」、

              「（控除）総資本形成に係る消費税」が含まれているので、県内総生産の合計値とは一致しない。

（資料） 県統計課「令和４年度県民経済計算」、内閣府「2023年度国民経済計算年次推計」

経済活動別県内総生産（名目）構成比 （単位：億円、%）

93.5 

77.4 
84.1 

179.0 

74.6 

55.1 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

140.0 

160.0 

180.0 

200.0 

Ｈ27年 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

県内主要産業の鉱工業生産指数の推移

H27年基準（H27年＝100）

総合 鉄鋼業 一般機械工業 電気機械工業（総合） 自動車部門 造船部門

（注）　　原指数　　　　　

（資料） 県統計課「広島県鉱工業生産・出荷・在庫指数」　

（参照） P51　資料編　表Ⅰ－２

100

 33,044

(26.7%)
 19,289

(15.6%)
 11,752

(9.5%)
 11,517

(9.3%)
 8,521

(6.9%)

 6,972

(5.6%)

 5,343

(4.3%)

 4,619

(3.7%)

 3,551

(2.9%)

 1,647

(1.3%)

 17,573

(14.2%)

広島県

（R4年度）

 1,111,088

(20.0%)
 780,851

(14.1%)
 649,437

(11.7%)
 497,798

(9.0%)
 456,130

(8.2%)

 305,327

(5.5%)

 273,542

(4.9%)

 253,268

(4.6%)

 252,795

(4.6%)

 84,255

(1.5%)

 884,408
(15.9%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

（R4暦年）

製造業

 27,302

(24.6%)

卸売・小売業

 18,377

(16.6%)

不動産業

 11,254

(10.1%)

保健衛

生・社

会事業

 10,067

(9.1%)

専門・科

学技術

 6,872

(6.2%)

運輸・

郵便業

 5,469

(4.9%)

建設業

 4,779

(4.3%)

金融・

保険業

 3,998

(3.6%)

情報通信

業  3,455

(3.1%)

宿泊・飲食

サービス業

 2,390

(2.2%)

その他

 17,048

(15.4%)

広島県

（H25年度）
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第１章　ひろしまの経済情勢

＜個人消費＞

H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

広島県 77,317 75,878 77,400 81,097 81,130 79,000 71,404 69,232 62,803 75,468 69,855

全国（右目盛） 3,290 3,150 3,245 3,391 3,348 3,285 2,881 2,796 2,563 3,034 2,864

対前年増減率（％、広島県） ▲ 3.8 1.6 ▲ 1.9 2.0 4.8 0.0 ▲ 2.6 ▲ 9.6 ▲ 3.0 ▲ 9.3 20.2

対前年増減率（％、全国） ▲ 3.8 0.8 ▲ 4.2 3.0 4.5 ▲ 1.3 ▲ 1.9 ▲ 12.3 ▲ 2.9 ▲ 8.3 18.4

77,317

69,855

3,290
2,864

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

（広島県、台）

2,400

2,700

3,000

3,300

3,600
（全国、千台）

新車販売台数（登録車）の推移

4,411 4,225

20,197
22,381

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
（広島、億円）

H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6
5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（全国、10億円）

大型小売店（百貨店・スーパー）販売額の推移

広島県 全国（右目盛）

※網掛け部は景気後退期

（注）　平成25年７月及び平成27年７月に調査対象事業所の見直しを行ったため、それ以前の月間販売額などとの間に不連続が生じている。

（資料） 中国経済産業局「中国地域百貨店・スーパー販売動向」、経済産業省「百貨店・スーパー販売動向」

（参照） P51　資料編　表Ⅰ－３

（資料） 中国運輸局「登録ナンバー別登録台数」（広島県）

　　　　　（一社）日本自動車販売協会連合会「新車販売台数（登録車）」（全国）

※網掛け部は景気後退期

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6
4月消費税
増税（5→
8％）

10月消費
税増税（8
→10％）

秋以降、
半導体不
足

半導体不
足や海外
での部品
入荷や物
流遅延に
よる納車
遅れ

コロナ感
染拡大で
1-3月国内
工場の稼
働停止が
相次ぐ。3-
5月上海の
ロックダウ
ンで供給
網が寸
断。半導
体の供給
不足によ
る納車遅
れ

半導体不
足が解消
し、部品
の調達が
ほぼ正常
化し、生
産が増加

6月自動
車メー
カーなど5
社、性能
試験で不
正。出荷
一部停止

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6
4月消費税
増税（5→
8％）

第4四半期
記録的暖
冬、インバ
ウンド消費
の急増→R
元まで

10月消費税
増税（8→
10％）

4-6月新型
コロナまん
延による緊
急事態宣言
の全国拡
大を受け、
大型小売
店が臨時休
業

5-9月大規
模大型施設
等への休業
要請

コロナ禍で
の行動制限
が緩和

新型コロ
ナ 5月8日
から「5類」
に移行
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第１章　ひろしまの経済情勢

＜住宅投資＞

＜公共投資＞

16,451
15,560

892

792

10,000

12,500

15,000

17,500

20,000

22,500

25,000

27,500

30,000

（広島県、戸）

H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

600

650

700

750

800

850

900

950

1,000
（全国、千戸）

新設住宅着工戸数の推移

広島県 全国（右目盛）

※網掛け部は景気後退期

207,269

280,089

14.5

15.2

170,000

210,000

250,000

290,000

330,000

370,000

410,000

450,000
（広島県、百万円）

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0
（全国、兆円）

公共工事保証実績の推移

広島県 全国（右目盛）

※網掛け部は景気後退期

（資料） 西日本建設業保証（株）「図で見る公共工事の動き」、東日本建設業保証（株）「公共工事前払金保証統計」

（参照） P52　資料編　表Ⅰ－５

（資料） 国土交通省「建築着工統計調査」

（参照） P52　資料編　表Ⅰ－４

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6
広島高速5
号線工事
開始

東広島・
安芸バイ
パス工事
開始（R5
年3月開
通）

7月西日
本集中豪
雨、12月
防災・減
災、国土
強靱化の
ための３
か年緊急
対策（閣
議決定）

新安佐市
民病院新
築工事開
始（R3年
12月竣工)

12月防災 
・減災、国
土強靱化
のための5
か年加速
化対策 
（閣議決
定）

3月鞆未
来トンネル
完成

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6
4月消費税
増税(5→
8%）

1月相続税
改正

アパート
ローンに
対する金
融機関の
融資態度
の厳格化

10月消費
税増税(8
→10%）、
住宅ロー
ン減税の
特例措置

住宅展示
場来場者
数減、イン
ターネット
による情
報提供積
極化

新型コロ
ナによる
米国新築
住宅需要
の増に伴
う木材価
格高騰(ｳｯ
ﾄﾞｼｮｯｸ）

3月日銀
のマイナ
ス金利解
除
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第１章　ひろしまの経済情勢

＜輸出入＞

＜景況感＞

▲ 6
▲ 9

▲ 2

1

▲ 3

3
5

13
11

14
16 17

21 20
22 23

19 19

▲ 3
▲ 2

2

0

2 3
6

5
8

10
13 12 12

14 15 15 15 15

▲ 15

▲ 10

▲ 5

0

5

10

15

20

25

30

（％ポイント）

R3.6月 9月 12月 R4.3月 6月 9月 12月 R5.3月 6月 9月 12月 R6.3月 6月 9月 12月 R7.3月 6月 9月

業況判断Ｄ.Ｉ.の推移（「良い」－「悪い」）（全産業）

（注）　   業況判断Ｄ．Ｉ．（「良い」－「悪い」回答者数構成比）

（資料） 日本銀行広島支店「企業短期経済観測調査」

（参照） P53　資料編　表Ⅰ－６

H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

広島県（輸出） 21,945 23,769 22,210 23,767 23,671 22,393 18,863 22,291 27,452 30,234 28,550

広島県（輸入） 12,787 11,314 9,075 10,647 11,377 10,859 8,198 11,388 16,222 14,947 14,332

全国（輸出）右目盛 730,930 756,139 700,358 782,865 814,788 769,317 683,991 830,914 981,736 1,008,730 1,070,879

全国（輸入）右目盛 859,091 784,055 660,420 753,792 827,033 785,995 680,108 848,750 1,185,032 1,103,951 1,125,591
対前年比（％）

　広島県（輸出）
109.5 108.3 93.4 107.0 99.6 94.6 84.2 118.2 123.2 110.1 94.4

対前年比（％）

　広島県（輸入）
102.9 88.5 80.2 117.3 106.9 95.4 75.5 138.9 142.4 92.1 95.9

21,945
28,550

12,787 14,332

730,930

1,070,879859,091

1,125,591

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000
（広島県、億円）

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000
（全国、億円）

輸出入通関実績額の推移

※網掛け部は景気後退期

（資料） 神戸税関貿易統計

全国

広島県
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第１章　ひろしまの経済情勢

＜企業倒産＞

＜物価＞

グラフ タイトル

202 195
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（広島県、件）

H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6
4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000
（全国、件）

企業倒産件数の推移 

広島県 全国（右目盛）

※網掛け部は景気後退期

（資料） 東京商工リサーチ「企業倒産状況」

（参照） P54　資料編　表Ⅰ－７

H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

広島市 97.1 98.5 98.6 98.9 99.7 99.8 100 99.6 102.3 105.6 108.4

福山市 97.2 98.3 98.3 98.6 99.3 99.9 100 99.5 101.9 104.8 107.4

全国 97.5 98.2 98.1 98.6 99.5 100 100 99.8 102.3 105.6 108.5
対前年増減率
（%、広島市）

2.5 1.5 0.0 0.3 0.8 0.1 0.2 ▲ 0.4 2.7 3.3 2.6

対前年増減率
（%、福山市）

3.0 1.1 0.0 0.4 0.6 0.6 0.2 ▲ 0.5 2.5 2.9 2.4 

107.4
（福山市）

100

108.5（全国）

108.4（広島市）

93

95

97

99

101

103

105

107

109

111
（令和２暦年=100）

消費者物価指数（総合）の推移

※網掛け部は景気後退期

（資料） 県統計課「消費者物価指数」

　　　　　総務省「消費者物価指数」

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6
4月消費税
増税(5→
8%）

10月消費
税増税(8
→10%）、
10月幼児
教育・保
育の無償
化

4月高等教
育授業料
等の減免
等＆私立
高校教育
無償化

3月携帯電
話料金の
大幅値下
げ

ロシアによ
るウクライ
ナ侵攻や
円安の影
響でエネ
ルギー価
格が高騰

原材料費
高騰や円
安により、
食料品や
家事用品
など幅広
い品目で
値上がり
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第１章　ひろしまの経済情勢

＜雇用・所得環境＞

（従業員30人以上）
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H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

有効求人倍率及び新規求人倍率の推移

有効（広島県） 有効（全国） 新規（広島県） 新規（全国）

※網掛け部は景気後退期

（注）　　新規学卒者除きパートタイム含む。原数値。

（資料） 広島労働局、厚生労働省「一般職業紹介状況」

（参照） P55 資料編　表Ⅰ－８
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賃金指数（名目）（現金給与総額）の前年比の推移
（従業員５人以上） 広島県 全国
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H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

賃金指数（名目）（現金給与総額）の前年比の推移
（従業員30人以上） 広島県 全国

（％）

（資料） 県統計課「毎月勤労統計調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

（参照） P49 賃金指数（名目）（現金給与総額）の推移

（％）
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